
会社の経営努力による費用の縮減内容について

特定有害物質の不溶化対策による有効利用

資料ー１３

運 用 指 針

第２条①－ロ 現場特有の状況に対応するための創意工夫
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新東名高速道路（長泉沼津ＩＣ～引佐ＪＣＴ） 位置図

新東名高速道路（長泉沼津ＩＣ～引佐ＪＣＴ）の路線概要

中央道

長泉
沼津
ＩＣ

東名

引佐ＪＣＴ

富士山

浜北ＩＣ

新東名高速道路

平成２４年度供用予定
Ｌ＝１３１．５ｋｍ

森掛川ＩＣ

金谷ＩＣ

藤枝岡部ＩＣ

静岡ＩＣ 吉原ＪＣＴ

清水ＩＣ

富士ＩＣ

尾羽ＪＣＴ

三ケ日
ＪＣＴ

中部横断道

・東西の基幹交通を担う大動脈である東名高速道路の代替機能を有する重要路線です。

・東名高速道路の抜本的サービス改善・ダブルネット化による信頼性の向上・日本の大動脈として三大都市圏の連携強化
などの効果が期待されています。



有害特定物質の当初処理計画
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・新東名の施工区間において産業廃棄物処理場跡地が存在し、埋め立てられた建設汚泥、

焼却灰、港湾浚渫土などの廃棄物が存在している。

・切土部において埋め立てられている産業廃棄物については、建設リサイクルとコスト縮減の

観点から、有効利用について関係機関等と協議してきたが、関係法令等を遵守し適切に処

理する必要があり、処理場にて廃棄せざるを得ないとの見解を得ていた。

・平成１６年３月に土工事の発注。

・工事施工前に廃棄物の状況について事前調査を実施し、環境基準値（0.8mg/l以下）を上回
る「ふっ素」※１の溶出を確認。

当初計画：産業廃棄物処理場跡地の掘削土について処理場に運搬廃棄

※１ふっ素溶出量の環境基準制定：土壌の汚染に係る環境基準（平成１３年環境省告示第１６号）



産業廃棄物処理場跡地の掘削土処理についての検討
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周辺環境への影響低減とコスト縮減の観点から廃棄物掘削土の処理方法を検討

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置の技術的手法の解説（平成１５年９月（社）土壌環境センター）」、「建設汚泥再生
利用基準（案）（平成１１年３月建設省通知）」等を参考に、施工性、周辺への環境影響や経済性等に関して比較検討

不溶化埋戻し措置＋盛土措置で処分を行うことで盛土（路体）材料として有効利用が可能なことを確認



P4

①効果的なふっ素の不溶化材の選定

②盛土材料としての適用性の確認

③県及び関係機関との協議を実施

④不溶化改良土の品質管理の実施

⑤周辺に対する環境対策の実施

不溶化埋戻し措置＋盛土措置についての課題への取組み①

不溶化埋戻し措置

＋盛土措置についての課題

【取組内容①】効果的なふっ素の不溶化材の選定

数種類の固化・不溶化材を用いて室内

試験を実施

結果：アルミニウム系固化材において環境基準（0.8mg/l以下）になることを確認
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【取組内容②】盛土材料としての適用性の確認

不溶化処理を行った改良土について土の力学

試験及び溶出試験を実施

結果：改良土の強度は高速道路の盛土（路体）として施工時に必要な品質基準（コーン指数
qc=400kN/㎡以上）を満足し、ふっ素溶出量も環境基準（0.8mg/l以下）を満足した

【取組内容③】県及び関係機関との協議を実施

平成１８年７月 関係機関の同意を得て工事に着手

不溶化埋戻し措置＋盛土措置についての課題への取組み②

協議経緯

平成１８年 １月 県及び関係機関に安定処理によるリサイクルについて概要を説明

平成１８年 ２月 県及び関係機関に安定処理によるリサイクルについて施工計画説明

平成１８年 ２月～７月 県及び関係機関と現地立会確認及び詳細施工計画の修正を説明
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【取組内容④】不溶化改良土の品質管理の実施
改良土のふっ素溶出量は盛土箇所にて１日１回５点混合法により採取し、

コーン指数は２００ に１回採取し試験を実施

結果：ふっ素溶出量、コーン指数ともに基準を満足

不溶化埋戻し措置＋盛土措置についての課題への取組み③
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【取組内容⑤】周辺に対する環境対策の実施

結果：全調査項目において監視基準を満足。また、工事後２年間のモニタリング調査も基準値内。

不溶化埋戻し措置＋盛土措置についての課題への取組み④

周辺環境への影響（二次汚染）に留意する必要から施工期間を通して環境影響調査を実施しながら施工。また、環境影

響調査は、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイドライン」を参考にして実施。

特定有害物質の不溶化対策を行い、場内有効利用を実施することによる処理費用の縮減



経営努力要件適合性について

特定有害物質の不溶化対策による場内有効利用を実施することは 、現場特有の状況に

対応するための創意工夫である。

特定有害物質の不溶化対策を行い、場内有効利用を
実施することによる処理費用の縮減

運用指針第２条第１項第１号ロに該当

助成金交付における経営努力要件適合性の認定に関する運用指針（抜粋）
第二条 経営努力要件適合性の認定基準
機構は、助成金交付申請をした高速道路会社の主体的かつ積極的な努力による次の各号に掲げる費用の縮減
（適正な品質や管理水準を確保したものに限る。）について、経営努力要件適合性の認定を行うものとする。

①次に揚げるいずれかにより、道路の計画、設計又は施工方法を変更したことによる費用の縮減。
ロ、申請の対象である現場特有の状況に対応するための創意工夫
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≪申請された会社の経営努力≫


